
Ⅰ　「チームとしての学校」の法的問題
１ 　本稿の目的

2015 年に発表された中央教育審議会答申（2015）「チー
ムとしての学校の在り方と今後の改善方策について」

（以下「チーム学校」答申という。）では、「専門性に基
づくチーム体制の構築」が重要な視点として掲げられて
いる（15 頁）。この視点の背景には、「社会や経済の変
化に伴い、子供や家庭、地域社会も変容し、生徒指導や
特別支援教育等に関わる課題が複雑化・多様化してお
り、学校や教員だけでは、十分に解決することができな
い課題も増えている。」（3 頁）とする考察が示されてお
り、また、学校が抱える課題の複雑化・困難化に関して
は、「学校が抱える課題は、生徒指導上の課題や特別支
援教育の充実など、より複雑化・困難化し、心理や福祉
など教育以外の高い専門性が求められるような事案も
増えてきており、教員だけで対応することが、質的な面
でも量的な面でも難しくなってきている。」（6-7 頁）と
指摘されている。

「チーム学校」答申が目指す専門性に基づくチーム体
制の具体的内容は、「教員が学校や子供たちの実態を踏
まえ、学習指導や生徒指導等に取り組むことができる
よう、指導体制の充実が必要」であり、加えて、「心理
や福祉等の専門スタッフについて、学校の職員として、
職務内容等を明確化し、質の確保と配置の充実を進める

べきである。」と示されている（15 頁）。そして、「チー
ム学校」答申が発表されて以降、「チーム学校」の視点
から専門能力スタッフ等（以下「専門スタッフ」という。）
が学校現場でどのように機能しているか、その実践事例
を調査・考察した研究が相次いでいる。

しかし、一方で専門性に基づくチーム体制という
「チーム学校」が目指す理念を実現するための具体的手
法が、どのような法的問題を抱えているか、といった法
的視点から「チーム学校」を考察した研究はまだほと
んどない 1。後述するように、「チーム学校」を推進す
る際には２つの大きな法的問題に直面することになり、
既に実務上はそのような法的問題に直面して対応に苦
慮する実践事例が生じているにもかかわらず、学術的な
視点からこれを考察する研究がないことは、研究と実務
の架橋を目指す上では見過ごせない状況と言える。

そこで、本稿では「チーム学校」が抱える法的問題を
学術的に考察することで、実務上有用な示唆を得ること
を目的とし、併せて「チーム学校」の理念を実現するた
めに適切な方向性を法的視点から考察する必要性につ
いて提言したい。
２ 　専門性に基づくチーム体制の構築が抱える ２ つの法

的問題
答申で示されている専門性に基づくチーム体制の学

校づくりの具体的手法に関しては、２つの法的問題を抱

神　内　　　聡*
JINNAI Akira

　「チームとしての学校」構想では、複雑化・多様化した課題を解決するために、専門性に基づくチーム体制の構築が提
唱されている。しかし、「チーム学校」を法的視点から考察した研究は非常に少ない。一方、専門性に基づくチーム体制
を構築する上では、専門性ゆえに一般の教員と異なる法的責任を負う職種が存在することや、専門職種がそれぞれに職
務上又は法令上負う法的義務が存在することから、そのような職種が協働してチーム学校の理念を実現する上で法的問
題に直面する。本稿では、そのような法的問題の具体例として、養護教諭の法的責任とスクールカウンセラーの守秘義
務を対象に考察し、養護教諭が裁判で専門性ゆえに重い法的義務を負うとされていることや、公認心理師がスクールカ
ウンセラーを担当することで集団守秘義務の理解が変化する可能性があることなどを示すことで、法的視点から「チー
ム学校」を考察する必要性を示した。

キーワード：チーム学校，養護教諭の法的責任，スクールカウンセラー，公認心理師，集団守秘義務
Key  words :  school as a team，legal liability of school nurse，school counselor，certified public psychologist，collective confidentiality

47

兵庫教育大学　研究紀要　第58巻　2021年2月　pp.47-55

「チームとしての学校」の理念が抱える法的問題の検討
－養護教諭の法的責任とスクールカウンセラーの守秘義務に関して－

Considering the Legal Issues Included in the Idea of “School as a Team”: Regarding 
the Legal Liability of School Nurses and the Confidentiality of School Counselors

＊兵庫教育大学大学院教育実践高度化専攻学校経営コース 准教授 令和2年10月21日受理



えている。１つは、専門スタッフ個人が専門性ゆえに負
う法的義務という個人的な法的問題ついてであり、もう
１つは専門スタッフが「チーム学校」という集団の中の
一員として位置づけられることで生じる集団的な法的
問題である。以下に２つを区別して論じる。

（1）　 「チーム学校」を支える専門スタッフの個人的な法
的問題

①　専門性ゆえの法的責任
「チーム学校」答申では、「チーム体制を構築してい

くに当たっては、それぞれの職務内容、権限と責任を明
確化することによって、チームを構成する個々人がそれ
ぞれの立場・役割を認識し、当事者意識を持ち学校の課
題への対応や業務の効率的・効果的な実施に取り組んで
いくことが重要である。」として、専門性に基づくチー
ム体制の構築手法として、「職務内容、権限と責任の明
確化」を掲げる（15 頁）。

しかし、「チーム学校」を支える専門スタッフの職務
内容は、学校教育法で明記されているものもあれば、そ
うでないものもある。また、国家資格を保有する専門ス
タッフについては、国家資格に関する法令で職務内容が
規定されているものもあり、「チーム学校」が通常想定
している学校現場の法令だけではその職務内容を適切
に理解できない職種もある。

より重要なのは、専門スタッフの個人的な責任につい
てである。「チーム学校」答申が用いている「責任」と
言う語には、行政責任・教育責任・説明責任などの他に、
法的責任も含まれていると考えられる（法的責任を除外
する理由がないからである。）。しかし、実際には専門
スタッフの法的責任はほとんど検討されないまま、チー
ム学校の中に取り込まれているのが現状である。

一般的には、専門家には一般人のレベルとは異なる相
応の法的責任が求められる 2。実際に、教員の法的責任
は、教員という教育の専門家としての立場から導かれる
安全配慮義務が前提になっている（後述の最高裁判所判
決を参照。）。そうであるならば、「チーム学校」を支え
る専門スタッフの責任を明確化していく過程で、必ず法
的責任についても議論しなければならない。筆者が最も
懸念する事項は、専門スタッフが負う「専門性ゆえの法
的責任」である。

例えば、部活動指導員は部活動に関する技術的な指導
を担当することが法令で明記されており、この点に関
して法令上の根拠がない職種である部活動顧問よりは
専門性が求められていると理解できる。しかし、そう
であるならば、神内（2018a）が指摘するように、部活
動中に事故が発生した際に、部活動顧問と部活動指導
員では法的責任の範囲もレベルも異なる可能性が高い 3。
これまで部活動中の事故で裁判所が示してきた教員の
法的責任は、全て部活動顧問としての法的責任である。

教員が担当する部活動顧問の法的責任に関する論理が、
部活動指導に関してより専門性を有することが想定さ
れる部活動指導員にそのまま当てはまるとは限らない。
②　養護教諭の法的責任を検討する理由

この点で、本稿が着目するのが養護教諭の法的責任で
ある。養護教諭の養護行為は一般教員よりも専門性が求
められると理解されており、答申も「特に、養護教諭は、
主として保健室において、教諭とは異なる専門性に基づ
き、心身の健康に問題を持つ児童生徒に対して指導を
行っており、健康面だけでなく生徒指導面でも大きな役
割を担っている。」（28 頁）と示しているものの、養護
教諭がその専門性ゆえに負う法的責任を「チーム学校」
の視点から論じている研究がないからである。

（2）　 「チーム学校」を支える専門スタッフの集団的な法
的問題

①　守秘義務を負う職種間の情報共有
「チーム学校」答申では、「多様な専門性や経験を有

する専門能力スタッフ等が学校の教育活動に参画する
こととなることから、教員も専門能力スタッフも『チー
ムとしての学校』の一員として、目的を共有し、取組の
方向性を揃えることが今まで以上に求められる。」とし、

「その際、関係者間の情報共有が重要となるので、関係
者間で十分なコミュニケーションを取ることができる
ようにする必要がある。ICT 機器等も活用し、情報の重
要性を勘案して、共有すればよいもの、相談することが
必要なものなど、コミュニケーションの充実に取り組ん
でいくべきである。」として、関係者間の情報共有の重
要性を掲げる（15 頁）。

しかし、「チーム学校」答申が想定する専門スタッフ
の多くは、職務上の守秘義務（秘密保持義務）を負って
いる職種である。一般的に、専門職とされる専門性を有
する職種は他の職種以上に依頼者との関係で守秘義務
を負うものであり、学校医（医師）やスクールロイヤー

（弁護士）のように、法令上他の職種以上に厳格な守秘
義務を負っている職種がその例である。このような守秘
義務を負う専門スタッフが「チーム学校」の一員として
目的を共有し、十分なコミュニケーションを取るために
必要な情報を共有する上では、個人の専門性ゆえの守秘
義務と、「チーム学校」という集団での情報共有のいず
れを優先すべきか、という極めて難しい法的問題に直面
する。

より重要なことは、既に「チーム学校」の実務におい
ては、このような守秘義務と情報共有が衝突し、対応が
極めて困難なケースに直面している実務家が相当数存
在することであり、筆者もスクールロイヤーとしてその
ようなケースに直面している実務家の一人である。この
ことは、実務上は十分想定される法的問題であるにもか
かわらず、「チーム学校」答申を考案する段階では十分
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に検討されていなかったことを意味する。
②　スクールカウンセラーの守秘義務を検討する理由

この点で本稿が着目するのはスクールカウンセラー
の守秘義務である。スクールカウンセラーは一般的に心
理の専門職として依頼者に対する個別の守秘義務を負
うことが前提になっている。例えば、児童生徒が学校外
のカウンセラーに相談した場合、児童生徒がカウンセ
ラーに相談した事項は守秘義務に該当する事項であり、
虐待などのように法令上情報提供が求められるような
場合でない限り、カウンセラーが本人の同意なく相談
事項を学校と情報共有することは守秘義務違反となる 4。
しかし、スクールカウンセラーの守秘義務を学校外のカ
ウンセラーと同様に考えることは適切だろうか。とりわ
け、スクールカウンセラーは「チーム学校」答申におい
ても、専門スタッフの代表的職種として位置づけられて
いる重要な職種である。そのようなスクールカウンセ
ラーが守秘義務を徹底した場合、答申が求める情報共有
の必要性と抵触することになる。

そこで、文部科学省『生徒指導提要』（2010）では、
教育相談やスクールカウンセリングでの守秘義務は、病
院やクリニックなどの治療機関における守秘義務とは
異なる部分があり、守秘義務を盾に教育的関わりの内容
や児童生徒についての情報が閉じられてしまうと、学校
としての働きかけに矛盾や混乱が生じてしまい、結果的
に児童生徒やその保護者を混乱に巻き込むことになり
かねないため、「学校における守秘義務は、情報を『校
外に洩らさない』という意味にとらえるべき」（105 頁）
としている。例えば、児童生徒から「誰にも言わないで
ほしい。」と言われた場合であっても、話を聞いた上で、

「この問題はどうしても他の先生方と協力して解決して
いく必要がある」と伝えて児童生徒の了解を得る方法が
紹介されている。

また、植山（2017）や半田（2020）によれば、スクー
ルカウンセラーの分野では、「チーム学校」の情報共有
の理念と矛盾抵触しない概念として、「集団守秘義務」
と呼ばれる概念が提言されている 5。この概念は他の専
門職種では見られない極めて特殊な概念である。集団守
秘義務は、職務上の守秘義務と教員との情報共有の両立
を図らなければならないスクールカウンセラーの分野
において、実務上の必要性から提唱されてきたもので、
守秘義務の対する教員とスクールカウンセラーの意識
の違いを調査した研究をはじめ、興味深い先行研究が存
在する 6。また、森本ら（2015）によれば、教員よりも
臨床心理士のほうが重大な情報を自分の中にとどめて
おく傾向にあるものの、以前と比べて教員と共有しなけ
ればならないと考える情報の領域が広がっているとし
て、集団守秘義務の理解が促進された影響ではないかと
考察している 7。集団守秘義務は、「チーム学校」の中

でスクールカウンセラーを機能させるための重要な概
念でもある。

一方、このようなスクールカウンセラーの集団守秘
義務が法的視点から考察された研究はない。実際に
は、2019 年から公認心理師制度が導入されたことによ
り、これまで民間資格である臨床心理士や学校心理士が
担当することが多かったスクールカウンセラーの業務
は、国家資格である公認心理師を有する人材が担当す
るケースが増加すると考えられるが、公認心理師は民間
資格と異なり、国家資格として法令上の守秘義務を負
う職種であることから、公認心理師を有する者がスクー
ルカウンセラーを担当する場合は集団守秘義務との整
合性が法的に問題になり得る。
３ 　小括

以上のように、「チーム学校」の理念を法的視点から
考察する上で、専門スタッフ個人が抱える法的問題と、

「チーム学校」という集団が抱える法的問題の２つが存
在するが、本稿では、前者については養護教諭の法的義
務について、後者についてはスクールカウンセラーの集
団守秘義務について、それぞれ具体例として考察対象と
し、「チーム学校」の理念を実現する上で検討しなけれ
ばならない法的問題が存在することを示したい。

Ⅱ　養護教諭の法的責任
１ 　養護行為とは

養護教諭は児童生徒の「養護」をつかさどる（学校教
育法 37 条 12 項）。もっとも、法令上は「養護」の定義
がなく、「看護（nursing）」でも「介護（care）」でもない、
日本独特の行為であり、養護行為が医療や介護の現場で
はほとんど用いられる概念ではなく、もっぱら学校現場
で用いられる概念であることから、養護行為は看護や介
護に含まれる行為の一部をより教育的な視点から理解
した行為であると考えられる。平川（2016）によれば、
日常の教育活動を通して、すべての子どもたちの健康保
持（健康管理）と健康増進（健康教育）を行う活動が「養
護」であるとされている（17 頁）。

後述のように、裁判上でも養護教諭の養護行為の法的
責任が正面から問われることがある。しかし、養護教諭
の法的責任を検討する上で「養護」の法的意義を確立す
ることは重要と思われるものの、この点は教育法学だけ
でなく、法学の損害賠償論の分野でもほとんど議論され
ていない。
２ 　養護教諭の応急手当の法的性質

養護教諭の主たる業務は保健室での業務であり、児童
生徒が負傷した際の応急手当である。もっとも、応急手
当は医師などの免許がなければできない医療行為とは
異なり、養護教諭だけでなく、一般人であれば誰でもで
きる行為である。
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応急手当の法的性質については学説上の対立はある
が、菅原・入澤（2018）によれば、民法上の緊急事務管
理（民法 698 条）に該当すると解する立場が一般的であ
る 8。同条は、「管理者は、本人の身体、名誉又は財産
に対する急迫の危害を免れさせるために事務管理をし
たときは、悪意又は重大な過失があるのでなければ、こ
れによって生じた損害を賠償する責任を負わない。」と
規定する。「事務管理」とは、「法律上の義務がない者が、
他人のために他人の事務の管理を行うこと」であり、応
急手当は本人の身体に対する急迫の危害を免れさせる
ための事務管理と考えられるからである。

応急手当が緊急事務管理とすれば、応急手当の結果と
して児童生徒に損害が生じたとしても、養護教諭に悪意
又は重過失がない限り、損害賠償責任を負わない。
３ 　裁判例における養護教諭の法的責任

しかし、裁判例では養護教諭の応急手当を緊急事務管
理として「重過失」の有無を判断した事例はなく、他の
教員と同様に、安全配慮義務が生ずる行為として「過失」
の有無を判断した事例ばかりである。一般的に、「学校
の教師は、学校における教育活動によつて生ずるおそれ
のある危険から児童・生徒を保護すべき義務を負つてい
る」（最高裁判所昭和 62 年 2 月 13 日民集 41 巻１号 95 頁）
とされており、教員が児童生徒に対して法的な安全配慮
義務を負っていることは明らかであるが、安全配慮義務
は不法行為ないし債務不履行の過失の内容として検討
されるものであり、重過失ではない。

一方、養護教諭の応急手当が安全配慮義務として判断
されるとしても、「チーム学校」答申でも示されている
ように、養護教諭は児童生徒の健康や安全に関しては他
の教員よりも専門性を有することから、専門性ゆえに異
なる内容の安全配慮義務違反が認められるかどうかが
別途問題になる。この点について、具体的な裁判例を検
討する。

（1）　 徳島地方裁判所昭和 47 年 3 月 15 日判決（判例時
報 679 号 63 頁）

高校一年生の男子が保健室で急性心臓死した事案。
男子は朝 9 時 30 分頃に体調不良で保健室に来室した

が、養護教諭は男子が「暑いのをこらえていたら胸が悪
くなって吐きそうになった。」と答えたので、嘔吐を促
したところ、朝食に食べたものを少量嘔吐した。養護教
諭は「腹は痛まないか。」「食あたりはないか。」などの
質問をした。また、体温は三六度三分、脈膊は七〇ぐら
いで正常と考えられた。そこで、養護教諭はとりあえず
男子の頭をタオルで冷し、シャツと下着を脱がせて上か
らタオルを着せかけてしばらく様子を見ることにした。
その後、男子は静かに横になって休み始め、苦しそうな
様子も見せなかったので、養護教諭は一応の病状判断と
して、一過性の暑気当たりであると判断し、特段学校医

に連絡するなどの措置はとらず、横にいて頭を冷やすタ
オルを取り替える程度の看護を行った。

その後も男子は眠りに入り、苦しそうな様子もなかっ
たので、養護教諭は 10 時 25 分頃に別の業務のために保
健室を出て職員室に在室した。ところが、11 時 40 分頃
に保健室に戻ったところ、男子の唇が紫色に変色してい
たため、養護教諭は秒を争う状態であると判断して学
校医に電話連絡するとともに、職員室で危急を知らせ、
体育教諭らが保健室に急行した。しかし、男子は既に脈
搏はなく、呼吸も停止している状態であり、学校医が駆
けつけた時点では既に死亡していた。

裁判所は、養護教諭の職務と法的義務について、養
護教諭は児童生徒の養護をつかさどる教育職員であり、
その執務内容の中には一般的な生徒の保健管理のほか、

「生徒の救急看護に従事する」ことも当然含まれると判
示した。そして、生徒の救急看護に当ることを職務と
する養護教諭としては、本件のような事案では「体温、
脈搏の測定、簡単な問診はもとより、その後も細心の注
意を払い急変に備え、少くとも（現文ママ）半時間も病
人の側を離れるようなことなく、必要とみれば、臨機の
措置、すなわち、医師（校医）への連絡、担任教師、家
庭への連絡等をする心構えでおり、無事気分回復を見届
けるのが当然」であり、学校の養護教諭は「その職務の
特殊性の故に」「個々の生徒について、場合によっては、
その保護者（両親）以上の予見能力をもってその病状
推移について注意を払うべき義務が存すると解すべき」
と判示し、本件の養護教諭について、男子の病状を「漫
然一過性の暑気当りと考え、場合によっては死に至る内
因性症状であることもある点を知りながらこれに思い
をいたさず、（但し、その判断までも求めるのは無理）、
半時間もそのそばを離れ、よってその病状急変にさい
し、臨機の措置をとらなかった点は不法行為法上の過失
と言わねばならない。」として、過失を認めた。しかし、
解剖所見がないことなどから因果関係までは正確に判
断できないとして、結論として養護教諭の法的責任（不
法行為責任）は否定した。

この裁判例は、養護教諭が職務の特殊性のゆえに、保
護者以上の予見能力をもってその病状推移について注
意を払うべき法的義務があると判断していることから、
養護教諭が有する専門性ゆえの法的責任を認めている
と考えられる。また、判示されている養護教諭の法的義
務は「体温、脈搏の測定、簡単な問診」では到底足りず、
急変に備えて病人の側を離れず、必要な場合は医師や家
庭への連絡などの臨機の措置をする心構えで回復を見
届けるのが当然として、極めて重い内容が課せられてい
ることから、重過失がある場合に限り法的責任を負うと
する緊急事務管理とは到底理解していないことは明ら
かである。
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（2）　 東京地方裁判所昭和 63 年 2 月 22 日判決（判例時
報 1293 号 115 頁）

高校１年生の男子が体育の授業中に肩車を行った際
に、他の男子を持ち上げようとして体重を支え切れず、
腰が砕けて尻餅をつき、第四腰椎圧迫骨折の傷害を負っ
た事案。

裁判所は養護教諭の役割について、「養護教諭は、医
学的素養をもって学校に勤務する教育職員であって、学
校内において要救急事故が生じた場合のその役割は、一
般医療の対象とするまでもない軽微な傷病の処置と学
校医等専門医の側へ要救護児童生徒を引き渡すまでの
処置をすることにある。」と判示した。そして、養護教
諭の行う養護診断は、「傷病事故の発生状況、傷病の内
容、程度をできるだけ速やかに認識し、自ら傷病の手当
をするか、緊急なものであって直ちに医師のもとに移送
するものであるか、あるいはその必要がないものであっ
ても家庭へ送り帰し、保護者の保護監督下に置くべきも
のであるか、あるいは学校の保健室で継続的に観察する
必要のあるものであるか、生徒を授業のため教室に帰
して良いものかを判断することが第一の目的」であり、

「その傷病事故の重症度、緊急度を判断するもの」であ
ることから、養護教諭の傷病についての判断手続は、「一
般の医師看護婦が専門的な傷病名や傷病箇所の確認、医
学的処置をする目的で診察するのとは異なり、医学的に
十分なものである必要はない」が、重症度や緊急度を判
断する「目的にふさわしい程度の問診、視診、触診を
適切に行うべき義務があるというべきである。」として、
養護教諭の法的義務を判示している。

その上で、裁判所は本件養護教諭が行った応急手当に
ついて、『学校における緊急処置の手引』に基づいた応
急手当がなされたかどうかを検討し、負傷した生徒から
事故発生の具体的状況を詳細に確認しなかったことな
どは養護教諭として「尽くすべき程度にも達しておら
ず、不十分であり、職務上尽くすべき救護診断義務を
怠ったものといわざるを得ない。」としながらも、生徒
が養護教諭の触診時に痛みを訴えず、脈拍の異常、腰背
部の皮膚の変色、隆起、腫れがなかったことなどから、
腰部の骨折等の傷害を直ちに疑うことなく、生徒に対し
て数日間運動したり患部をもんだり押したり温めたり
しないよう注意を与え、痛みが続く場合は専門医の診察
を受けることを指示した行為は、養護教諭の救急措置と
して不適切であったとまではいい難いとして、養護教諭
としての職務上の過失があったものとはいえないと判
断した。

本判決は、養護教諭がつかさどる「養護」の法的性質
を判示している点で重要である。すなわち、養護教諭が
行わなければならない養護診断の目的は傷病事故の重
症度や緊急度を判断するものであり、その判断手続きは

一般の医師看護師が行う診察とは異なって医学的に十
分である必要はないが、重症度や緊急度を判断する程度
の問診、視診、触診を適切に行うべき法的義務があると
する。一般の教員にはこのような法的義務までは求めら
れないと考えられることから、裁判所は養護教諭が「医
学的素養をもって学校に勤務する教育職員」であるがゆ
えに求められる重い法的義務を負うと理解している。

（3）　 大津地方裁判所平成 30 年 12 月 13 日（判例集未搭
載）

小学６年生の女子が、体育の授業中に転倒した際に頭
部を負傷し、脳脊髄液漏出症に罹患した事案。

本件では事故直後に養護教諭が行った応急手当は頭
部を保冷剤で冷やすことのみで、脳脊髄液漏出症を発症
する可能性について認識していなかった点が争われた。
裁判所は、本件事故当時は脳脊髄液減少症という疾患概
念が、必ずしも医学界において無条件に受入れられてい
た状況にはなかったこと、厚生労働省研究班から発表さ
れた診断基準では、脳脊髄液減少症という疾患概念は採
用されていなかったことなどから、脳脊髄液減少症は十
分な医学的な裏付けを有するものではない状況であっ
たといえることや、本件事故直後の時期に脳脊髄液減少
症等の可能性を疑うことは医師ですら困難であったこ
とから、医師資格を有して診療に従事しているわけで
はない養護教諭らが脳脊髄液減少症の可能性を疑って
対応することを期待することはおよそ不可能であった
と判示し、養護教諭らが本件事故後の対応に当たって、
脳脊髄液減少症の可能性を念頭に置いた対応をすべき
職務上の注意義務があったとは認められないと判断し
た。また、応急手当については、負傷した児童が頭を打っ
たとの申告に対して、頭部に外傷や外傷や腫脹がないと
確認したことから、頭痛の訴えが頭部打撲に起因するも
ので、ひとまず患部を冷やすことを指示して経過を観察
するという判断をした点は、不合理であったとは言い難
いとして、養護教諭としての職務上の注意義務を尽くさ
なかったということはできないと判断した。

本件では、養護教諭が医学的素養を有する教員である
ことを前提に、医療従事者と同レベルの医学的素養を求
めていない点で、養護教諭が有する専門性ゆえの法的義
務の範囲が示されている。また、神内（2020）によれば、
本件は頭部を負傷した事案であり、「一般的に頭部を負
傷した場合は重篤な後遺症を発生する可能性が否定で
きないことから、実際の学校現場ではできるだけ早急に
病院で CT などの精密検査を受けさせることが多い」に
もかかわらず、保冷剤を当てる程度の応急手当であって
も養護教諭の判断として不合理とは言えないと判断し
ている点も注目される。
４ 　小括

以上の裁判例を考察すると、裁判所は養護教諭が職務
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の特殊性すなわち専門性ゆえに他の教員とは異なる法
的義務を負うと理解していることがわかる。また、その
法的義務は、応急手当の際に医学的素養に基づいて重症
度と緊急度を判断するためのものであり、その点で一般
教員よりも重いものである。

なお、養護教諭の応急手当に関しては、緊急事務管理
と解する学説と異なり、裁判所はもっぱら安全配慮義務
に基づく行為と解しており、重過失ではなく過失を判断
している。このことは、一般人が行えば緊急事務管理
とされる応急手当について、教員が行えば安全配慮義
務が発生する行為であることを意味する。「重過失」と

「過失」の相違は実務上さほど問題となるわけではなく、
あくまでも理論上の問題ではあるが、「過失ではあるが、
重過失とまでは言えない」レベルの応急手当が行われた
結果、児童生徒に損害が生じた場合に現実化する問題で
あることを付記しておく。

Ⅲ　スクールカウンセラーの集団守秘義務
１ 　スクールカウンセラーの守秘義務

スクールカウンセラーは児童生徒の「心理に関する
支援に従事する」職種として法令で明記されている（学
校教育法施行規則 65 条の 2）。スクールカウンセラーの
守秘義務については、実践上のあり方を提示する先行研
究はあるが、法的視点から論じたものは少ない。スクー
ルカウンセラーの守秘義務を法的視点から検討する上
では、勤務形態と保有資格の２つの観点から考察するこ
とが必要である。

第一に、スクールカウンセラーの守秘義務はその勤務
形態によって理解が異なる。スクールカウンセラーが業
務委託契約に基づいて勤務するのであれば、法律上は学
校設置者の指揮監督を受けずに業務を行うため、守秘義
務に関してはスクールカウンセラーの判断が優先され、
職務命令により学校内の情報共有が強制されるわけで
はない（もっとも、スクールカウンセラーの業務が「校
務」として理解されるならば、業務委託契約であっても
校長の校務掌理権の下にあり、守秘義務よりも校長の職
務命令が優先されると解する余地はある。）。これに対
し、スクールカウンセラーが雇用契約ないし任用行為に
基づいて勤務するのであれば、法律上も学校設置者の指
揮監督の下で業務を行うため、守秘義務に関しては校長
の職務命令による学校内の情報共有が強制される。現状
では公立学校で勤務するほとんどのスクールカウンセ
ラーが任用行為に基づく非常勤の会計年度任用職員と
して勤務しており、法律上学校設置者及び校長の職務
命令に従う立場にあることから、スクールカウンセラー
の守秘義務は学校内の情報共有の必要性よりも劣後す
る状況にある。

第二に、スクールカウンセラーの守秘義務は保有資格

によって扱いが異なる。文部科学省が定めるスクールカ
ウンセラー等活用事業実施要領によれば、スクールカウ
ンセラーの要件は、「公認心理師」「公益財団法人日本臨
床心理士資格認定協会の認定に係る臨床心理士」「精神
科医」「児童生徒の心理に関して高度に専門的な知識及
び経験を有し、学校教育法第 1 条に規定する大学の学長、
副学長、学部長、教授、准教授、講師（常時勤務をする
者に限る）又は助教の職にある者又はあった者」「都道
府県又は指定都市が上記の各者と同等以上の知識及び
経験を有すると認めた者」、のいずれかに該当する者で
あり、スクールカウンセラーに準ずる者の要件は、「大
学院修士課程を修了した者で、心理業務又は児童生徒を
対象とした相談業務について、1 年以上の経験を有する
者」「大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理業務
又は児童生徒を対象とした相談業務について、5 年以上
の経験を有する者」「医師で、心理業務又は児童生徒を
対象とした相談業務について、1 年以上の経験を有する
者」「都道府県又は指定都市が上記の各者と同等以上の
知識及び経験を有すると認めた者」、のいずれかに該当
する者とされている。このため、スクールカウンセラー
は、保有する資格に応じた守秘義務を負うことになる。
例えば、スクールカウンセラーが臨床心理士資格を保有
する場合は、一般社団法人日本臨床心理士会が定める倫
理綱領第 2 条の「業務上知り得た対象者及び関係者の個
人情報及び相談内容については、その内容が自他に危害
を加える恐れがある場合又は法による定めがある場合
を除き，守秘義務を第一とすること。」とする規定に基
づく守秘義務を負う。一方で、「都道府県又は指定都市
が上記の各者と同等以上の知識及び経験を有すると認
めた者」であれば、そもそも守秘義務を負うかどうかも
不明確である。
２ 　公認心理師制度の導入と公認心理師の連携義務

公認心理師は 2019 年より導入された国家資格の心理
専門職である。公認心理師については受験資格が広いこ
とや、初年度の認定試験の合格者数が多かったことか
ら、その専門性に対して疑問の余地がないわけではない
が 9、スクールカウンセラーの要件にも追加されたこと
から今後はスクールカウンセラーの主要な資格として
機能することか予想される。

公認心理師の守秘義務が臨床心理士と異なる点は、前
者が国家資格であることから法令上の守秘義務を負う
点である。公認心理師法 41 条は、「公認心理師は、正当
な理由がなく、その業務に関して知り得た人の秘密を漏
らしてはならない。公認心理師でなくなった後において
も、同様とする。」として、秘密保持義務を規定しており、
違反すれば罰則の適用がある（46 条）10。臨床心理士に
は罰則がないことから、公認心理師資格を有する者がス
クールカウンセラーを担当する場合は、これまで以上に
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児童生徒からの相談に対する守秘義務と学校内での情
報共有の優劣が法的に問題になる。

一方、公認心理師は他の専門職には見られないよう
な、「連携義務」という特殊な法令上の義務を負ってい
る。すなわち、公認心理師法 42 条は、「公認心理師は、
その業務を行うに当たっては、その担当する者に対し、
保健医療、福祉、教育等が密接な連携の下で総合的かつ
適切に提供されるよう、これらを提供する者その他の関
係者等との連携を保たなければならない。」として、公
認心理師が教育に関わる際には密接な連携の下で総合
的かつ適切に業務を提供するように連携を保つ義務を
規定している。そのため、連携義務の範囲内で守秘義務
が生じると解するならば、「チーム学校」を機能させる
ために必要な範囲での情報共有は守秘義務に違反しな
いことになろう。
３ 　公認心理師と集団守秘義務の概念

以上のように、公認心理師は法令により守秘義務と連
携義務の２つの義務を負う職種であり、解釈により情報
共有が守秘義務に優先する場合があり得ると考えられ
るが、前述のように、スクールカウンセラーの分野では
公認心理師が導入される以前から、実務上の必要性から

「集団守秘義務」と言う概念が提唱されていた。
集団守秘義務は実務上の有用性が先行研究でも示唆

されていたが、法的視点からは問題がないわけではな
く、仮にスクールカウンセラーが相談者の児童生徒や保
護者から守秘義務違反を理由に提訴された場合に、裁判
所が集団守秘義務という概念を正面から認めるかどう
かは疑問の余地があった。

しかし、スクールカウンセラーが公認心理師資格を有
する者であり、公認心理師法に基づく守秘義務と連携義
務の双方を負う者であれば、前述のように、集団守秘義
務という概念は法令上も十分解釈できる概念であり、法
的な懸念は解消されると考えられる。また、山崎（2019）
によれば、秘密保持義務に違反すれば罰則が適用される
立場である公認心理師がスクールカウンセラーを担当
することで、集団守秘義務の姿勢についてルーズになる
可能性がある学校関係者に対して、その重要性と必要性
を確実に伝えることの意義が示されているが、公認心理
師資格を有する者がスクールカウンセラーを担当する
ことによって、学校関係者の集団守秘義務に関する意識
が変化する可能性を示す仮説として参考になろう。もっ
とも、公認心理師資格を有しないスクールカウンセラー
との関係では、相談者との関係での守秘義務も、学校と
の関係での集団守秘義務も、いずれも法的位置づけは不
明確なままであり、今後も法的な懸念が残ることにな
る。

Ⅳ　考察　－「協働の文化」の構築と法的課題－
「チーム学校」は多職種が「協働する文化」を築くこ

とを提言しており、これは「チーム学校」が目指す理念
を実現する上で最重要の概念であると考えられる。この

「協働の文化」を本稿が示した知見を踏まえて法的視点
から考察した場合、次の２点が重要である。

第一に、本稿で考察したように、裁判所は養護教諭
がその専門性ゆえに他の教員と異なる重い法的義務を
負うと裁判所が判示している。このことから、本稿は、
養護教諭以外の専門性を有する職種も同様に、その専門
性ゆえに高度の法的義務を負う可能性を示唆する。この
点を「チーム学校」の視点から考察した場合、「チーム
学校」を支える専門スタッフがそれぞれの専門性に基づ
く法的義務を負うことを前提に協働していかなければ
ならないことが予想される。ある職種の専門性からは法
的義務はないケースでも、別の職種の専門性からは法的
義務を負うならば、当該職種の法的責任が成立すること
を回避するためにも、最も厳しい法的義務を負う職種の
意見が優先されるべきことになるのではないだろうか。

「チーム学校」が求める「協働の文化」の構築には、そ
れぞれの職種の専門性ゆえに求められる高度な法的義
務を相互に理解する必要がある。

この点で、本稿では検討していないスクールカウンセ
ラー、スクールソーシャルワーカー、部活動指導員、学
校医、スクールロイヤーなど、他の専門スタッフに求め
られる法的義務についても、今後学術研究で検討する必
要があろう。その際には、「チーム学校」答申で掲げら
れているそれぞれの職種の役割が、それぞれの職種の重
い法的義務を生じさせる根拠として裁判実務で運用さ
れる可能性もあることを意識しておかなければならな
い。例えば、本稿で考察した養護教諭については、保健
室での応急手当だけでなく、「児童生徒の身体的不調の
背景に、いじめや虐待などの問題がかかわっていること
等のサインにいち早く気付くことのできる立場にある」

（28 頁）とされており、この部分が他の教員とは異なる
重い法的義務を負う根拠になる可能性がある。

なお、前掲の徳島地方裁判所の事案は養護教諭が看護
師免許を保有していたケースだったため、当事者間の主
張において看護師免許を保有する養護教諭の法的義務
についても争われている（もっとも、裁判所はこの点に
ついて判断を明確に示していない。）。このように、教員
自身が高度の専門性を必要とする国家資格を保有する
場合は、教員レベルの法的義務ではなく、その国家資
格に応じた専門性ゆえの法的義務を負う可能性がある。
実際に、看護師免許を保有する養護教諭は医療的ケア
を必要とする児童生徒が在籍する学校を中心に増加し
ており 11、筆者も弁護士資格を有する教員であることか
ら、こうした専門性を有する教員の法的責任について
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も「チーム学校」の視点から検討していく必要があろう。
この点で、養護教諭に医療従事者までの医学的素養を求
めていない前述の大津地方裁判所判決の射程範囲が参
考になる。

第二に、本稿で考察した公認心理師の連携義務のよ
うに、「チーム学校」に関わる専門スタッフはそれぞれ
専門職として法令上異なる職務上の義務を負っている。
このことから、「協働の文化」を構築する上では、多職
種がそれぞれ法令上異なる義務を負う現実を相互に理
解しておかなければ協働することは難しいことが予想
される。

例えば、公認心理師のみが法令上負う連携義務と、そ
れに基づく集団守秘義務の概念が、他の職種がそれぞれ
に法令上負う守秘義務と両立し得るかが問題になる。ス
クールカウンセラーとスクールロイヤーがいじめや不
登校などのケースで協働する場合を想定すると、スクー
ルカウンセラーがスクールロイヤーと情報を共有する
としても、スクールロイヤーは弁護士としての厳格な守
秘義務の観点から学校全体で情報を共有することは想
定していないが、スクールカウンセラーは集団守秘義務
の観点から学校全体で情報を共有したいと考える場合
などである。弁護士の守秘義務は極めて厳格である上
に、弁護士には利害が対立する両者から相談を受けて対
応することを禁止するという、弁護士独自の職務上の義
務である利益相反の禁止義務があることから 12、依頼者
以外の者と情報を共有することがあり得る集団守秘義
務という概念を取り入れることは困難であろう。このよ
うに、多職種の専門職が協働する上では、それぞれの
職種が法令上独自に負っている特殊な職務上の義務の
遵守と、「協働の文化」の構築の必要性が両立し得るか、
という法的問題が生じるのである。

本稿では「チーム学校」の理念を実現する上で懸念さ
れる法的問題について、養護教諭とスクールカウンセ
ラーの２つの職種に絞って考察したが、他の職種の考察
も当然必要になることから、今後は考察対象を増やすと
ともに、実務上問題となっているケースについても学術
的に調査していきたいと考えている。
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